
令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画（甲府市）

Ｎｏ
補助
単独

事 例 集
事例番号

交付対象事業の名称 事業の概要（目的・効果） 事業の概要（交付金を充当する経費内容） 事業の概要（事業の対象（交付対象者、対象施設等）） 経済対策との関係
交付対象事業の区分
（地域未来構想20との

該当関係）

事業
始期

事業
終期

総事業費
（千円）

1 単 71
こうふ開府500年記念事業費（信玄公生
誕500年ゆかりの地周遊促進事業）

信玄公生誕500年を迎え、生誕の地である本市への誘客
を促進するため、個人旅行者をターゲットに感染症対策を
講じたガイド付きコンセプト観光タクシーを運行し、信玄公
ゆかりの地の周遊を促進するとともに、コロナで落ち込ん
だ観光面での支援を図る。

甲府市観光協会への委託料（その後タクシー協会へ実績
払い）

甲府市観光協会
①-Ⅲ-１．観光・運輸業、飲食業、イベン
ト・エンターテインメント事業等に対する支
援

㉑いずれも該当しない R3.6 R3.11 3,617 

2 単
情報システム事業費（テレワーク用PC
の購入）

新型コロナウイルス感染症対策及びコロナ後においては、
ワークライフバランス等に配慮した新しい生活様式に対応
できる新しい業務執行体制を構築していく必要がある。こ
の一環として、テレワークの導入に向けての端末の導入及
び実施方法を構築する。

PC備品購入費 自治体実施 ②-Ⅱ-１．デジタル改革 ④行政IT化 R3.6 R4.3 6,841 

3 単 3
感染症対策事業費（移動困難者の支
援）

PCR検査対象者が移動困難者であった場合に、医療機関
等への移送に係る運転業務を委託することで安全な移送
を図るとともに、保健所対応業務の軽減を図る。

運転業務委託 自治体実施
①-Ⅰ-２．検査体制の強化と感染の早期
発見

㉑いずれも該当しない R3.6 R4.3 179 

4 単 75
雇用促進対策事業費（甲府市テレワー
ク導入助成金の支給（第2弾））

新たな生活様式となった「テレワーク」を市内に浸透させる
ため、テレワーク導入事業者に対して助成金を支給する。

1事業者あたりで1回の支給で、上限1,000千円。機器等導
入費、委託外注費。

市内中小企業
①-Ⅳ-３．リモート化等によるデジタル・ト
ランスフォーメーションの加速

㉑いずれも該当しない R3.6 R4.3 7,000 

5 単 53
商工業推進事業費（がんばろう甲府！
グリーンゾーン応援金事業（第2弾）

県のグリーンゾーン認証の取得事業者の事業継続を推進
するための、応援金を給付する。

県のグリーンゾーン認証を取得及び個別解除（飲食業許
可あり）を受けた事業者への応援金

県が実施するグリーンゾーン認証を受けた事業者
①-Ⅱ-３．事業継続に困っている中小・小
規模事業者等への支援

㉑いずれも該当しない R3.6 R4.3 40,753 

6 単 71
観光開発事業費（令和3年度甲府に泊
まろうキャンペーン）

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込む地域経
済の活性化を図るため、市内宿泊施設の利用を促進する
割引クーポンを発行するとともに、利用者にアンケート調
査を実施し、リピーターの獲得に向けた取組も同時に行
う。

委託料、消耗品、郵便料
楽天、じゃらんを介した旅行者 ①-Ⅲ-２．地域経済の活性化 ㉑いずれも該当しない R3.6 R3.9 30,180 

7 単 71
商工業推進事業（がんばろう甲府！最
大30％戻ってくるキャンペーンR3年度第
1回目）

市内店舗にてキャッシュレス決済を利用すると支払金額の
最大30％がポイント還元。非接触型決済の広がりによる
「新しい生活様式」を取り入れた日常を定着させることで、
感染症対策の推進を図る。

事業実施委託料、報酬、消耗品、郵便料、広告料 キャッシュレス事業者、PAYPAYを介した消費者
①-Ⅱ-３．事業継続に困っている中小・小
規模事業者等への支援

㉑いずれも該当しない R3.6 R3.9 179,999 

8 単 24
バス利用促進対策事業費（路線バス事
業者への支援）

新型コロナウイルス感染症に対応する中、通勤・通学等の
まとまった需要に対する移動手段の維持・確保を図ってい
る路線バスへの支援を行う。

支援金 バス事業者
①-Ⅱ-３．事業継続に困っている中小・小
規模事業者等への支援

㉑いずれも該当しない R3.6 R4.3 5,000 

9 単 107
教育振興助成費（子ども就学支援給付
金の支給）

コロナ禍の影響で、令和3年1月以降に世帯収入が急激に
減少するなど、既存制度の就学援助の対象とならない児
童生徒の保護者に対して、生活状況が苦しく就学に係る負
担が大きくなった家庭にとって子どもが安心して学校生活
を送れるよう、就学援助と同等の支援を行う。

給付金（令和3年1月以降における世帯収入が減少し、就
学援助の基準となる準要保護基準以下の世帯収入となっ
た児童生徒の保護者）

準要保護基準以下の世帯収入となった児童生徒の保護者
①-Ⅱ-４．生活に困っている世帯や個人
への支援

㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 2,978 

10 単
成人式費（令和3年成人の日のつどい代
替イベントの開催）

R3.1.10の「令和3年成人の日のつどい」の開催をコロナ感
染症の影響により開催を見合わせたことに伴い、改めて新
成人が集える場を設けることで、成人になったことを祝福
するとともに、旧友との再会などを通して地元愛を育むきっ
かけ作りとする。感染対策物品の購入はもとより、通常の
式典でなく、屋外イベントでの開催とすることにより、三密
を避ける中で、成人式開催と感染対策の両立を図るととも
に、地元VF甲府の試合観戦を通じたスポーツ振興にも資
する。

委託料、郵便料、消耗品 イベント運営事業者
②-Ⅱ-６．地方への人の流れの促進など
活力ある地方創り

㉑いずれも該当しない R3.6 R3.9 3,300 

11 事業削除

12 単
各種予防費（新型コロナウイルスワクチ
ン接種に伴う移動支援）

接種会場まで自力での移動が困難な方などを支援するた
め、自宅から集団接種会場又は個別接種会場へタクシー
で移動する高齢者等に対して、初乗り運賃相当額を助成
する。

補助金 ワクチン接種を希望する高齢者等
②-Ⅰ-３．ワクチン接種体制の整備、治療
薬の開発等

㉑いずれも該当しない R3.5 R3.11 32,895 

13 単 90
こうふマイナポイントプロジェクト事業（マ
イナポイント付与に係る経費）

新たな時代の基盤となるマイナンバーカードの取得を推進
し、本市の重点施策（健康、エコ、消防団員）への参画を推
進するとともに、付与したポイントを利用して、コロナの影
響で打撃を受けた地域経済に対して地域内循環による活
性化・アフターコロナを見据えた新しい生活様式である
キャッシュレス化を図る。

委託料、需用費、役務費 マイナンバーカードをもつ健康、エコ、消防団員活動者 ①-Ⅲ-２．地域経済の活性化 ③キャッシュレス R3.6 R4.3 26,536 

14 補 103 公立学校情報機器整備費補助金

（ＧＩＧＡスクールサポーター配置支援事業）
コロナ感染者の発生等による学校の臨時休業等において
も、ICTの活用により全ての子ども達の学びを保障できる
環境整備の実現のため、GIGAスクール構想一人一台PC
の本格運用に向け、端末活用に係るスキルが十分でない
教員を対象に、授業場面に居合わせて機器・アプリ操作に
係るトラブル発生時において、その解決にあたる授業サ
ポートスタッフを配置する。

委託料 GIGAスクールサポーター委託業者
①-Ⅰ-８．学校の臨時休業等を円滑に進
めるための環境整備

⑨教育 R3.6 R4.3 4,947 

15 補 14 障害者総合支援事業費補助金

（障害福祉分野のロボット等導入支援事業）
県内での障害者施設クラスター発生事例など、感染対策
に一層の努力が求められる障害福祉の分野において、ロ
ボット技術の活用により、介護業務の負担軽減及び少ない
職員体制での感染リスクの削減等を図るとともに、働きや
すい職場環境の整備や安全・安心な障害福祉サービスの
提供等を推進する。

ロボット導入に係る備品及び工事請負費 障害者支援施設、重度訪問介護事業所
①-Ⅳ-３．リモート化等によるデジタル・ト
ランスフォーメーションの加速

㉑いずれも該当しない R3.9 R4.3 2,940 

16 補 母子保健衛生費補助金

（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総合
対策事業）
分娩前に不安を抱える妊婦に対して、安心して出産してい
いただくよう、PCR等のウイルス検査を受けるための費用
を助成する。

検査費用助成金 妊婦
①-Ⅰ-２．検査体制の強化と感染の早期
発見

㉑いずれも該当しない R3.9 R4.3 5,900 



令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画（甲府市）

Ｎｏ
補助
単独

事 例 集
事例番号

交付対象事業の名称 事業の概要（目的・効果） 事業の概要（交付金を充当する経費内容） 事業の概要（事業の対象（交付対象者、対象施設等）） 経済対策との関係
交付対象事業の区分
（地域未来構想20との

該当関係）

事業
始期

事業
終期

総事業費
（千円）

17 補 子育て支援対策臨時特例交付金

（不妊に悩む方への特定不妊治療支援事業）
①コロナ禍の影響による家計の暮らしと民需の下支えとと
もに、少子化対策に取り組むために、高額な医療費がか
かる不妊治療費用に対して助成・拡充の追加を行う。

不妊治療費に対する助成 妊娠を希望する市民
②-Ⅱ-６．地方への人の流れの促進など
活力ある地方創り

㉑いずれも該当しない R3.9 R4.3 137,051 

18 事業削除

19 単 71
観光開発事業（令和3年度甲府に泊まろ
うキャンペーン第2回目）

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込む地域経
済の活性化を図るため、市内宿泊施設の利用を促進する
割引クーポンを発行する。

委託料、消耗品、郵便料 楽天、じゃらんを介した旅行者 ①-Ⅲ-２．地域経済の活性化 ㉑いずれも該当しない R3.10 R4.1 44,000 

20 単 71
観光開発事業（実証運行を軸とした、ツ
アーの造成による誘客促進）

コロナ禍では公共交通の利用を敬遠する傾向から、マイ
カー利用が増加し、交通渋滞の悪化による来訪者の満足
度低下や消費機会の喪失が懸念されるため、安全・安心
に利用できる二次交通を充実させ、来訪者の満足度向上
と観光消費の促進につなげる。

イベント開催や誘客のためのバス関係者及び市内観光関
係団体への助成金

バス事業者及び市内観光関係団体 ①-Ⅲ-３．地域経済の活性化 ⑱新たな旅行 R3.9 R3.11 6,000 

21 補 12 学校保健特別対策事業費補助金

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
感染拡大のリスクを最小限にするため学校における感染
症対策を強化するために必要となる保健衛生用品等の購
入経費を支援する。

感染症対策における対策物品（消毒液等） 小中学校 ①-Ⅰ-１．マスク・消毒液等の確保 ⑨教育 R3.4 R4.3 37,600 

22 補 子育て支援対策臨時特例交付金

（不妊に悩む方への特定不妊治療支援事業）
コロナ禍の影響による家計の暮らしと民需の下支えととも
に、少子化対策に取り組むために、高額な医療費がかか
る不妊治療費用に対して助成・拡充する。

不妊治療費に対する助成 妊娠を希望する市民
②-Ⅱ-６．地方への人の流れの促進など
活力ある地方創り

㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 109,725 

23 単
商工業推進事業費（がんばろう甲府！
まん延防止月次応援金・協力事業者応
援金）

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、まん延防止等
重点措置の追加適用対象となったことを受け、山梨県より
発出された休業要請等に応じた市内飲食店などを支援す
るために、本市独自の支援策として速やかに応援金を支
給する。

事業者向け支援金 市内事業者
①-Ⅱ-３．事業継続に困っている中小・小
規模事業者等への支援

㉑いずれも該当しない R3.9 R4.3 213,210 

24 単 3
感染症対策事業費（移動困難者の支援
追加分）

PCR検査対象者が移動困難者であった場合に、医療機関
等への移送に係る運転業務を委託することで安全な移送
を図るとともに、保健所対応業務の軽減を図る。

運転業務委託 自治体実施
①-Ⅰ-２．検査体制の強化と感染の早期
発見

㉑いずれも該当しない R3.9 R4.3 1,454 

25 単 109
休館となった指定管理者導入施設の指
定管理料の見直し

新型コロナウイルス感染症の影響によるまん延防止等重
点措置に伴い、指定管理者制度を導入している施設の休
館を指示したことから、期間に生じた指定管理料の過不足
分を増額する。

指定管理委託料 指定管理者 ①-Ⅱ-２．資金繰り対策 ㉑いずれも該当しない R3.12 R4.3 4,283 

26 単 47
学校給食費（学校給食における食材購
入済経費の補助）

コロナ陽性者の発生に伴う臨時休校及び分散登校によっ
てキャンセルできなかった給食食材費等を補助する。

補助金 学校給食会
①-Ⅱ-３．事業継続に困っている中小・小
規模事業者等への支援

㉑いずれも該当しない R3.12 R3.12 3,596 

27 単 102
教育振興助成費（修学旅行の行程変更
等に伴う企画料の支援）

新型コロナウイルス感染症の影響により、全国的に緊急事
態宣言及びまん延防止等重点措置がとられたことから、小
学校及び中学校の修学旅行の日程及び行き先変更、又は
中止の対応を図った。（1学期で既に実施した学校もある）
行き先の変更や中止した場合については、企画料の支払
いが発生するが、前年度同様に保護者負担とならないよ
う、企画料を支援する。

企画料に対する補償補填 旅行会社
①-Ⅰ-８．学校の臨時休業等を円滑に進
めるための環境整備

㉑いずれも該当しない R3.12 R4.3 4,073 

28 単 103
教材・情報環境整備事業（1人1台端末
液晶保護フィルムの購入）

GIGAスクール構想の推進及びコロナ禍での分散登校など
に伴う1人1台端末でのオンライン学習時間の増加により、
落下破損や目の健康被害が想定されることから、液晶保
護フィルムを購入することで、抑制を図る。更には、抗菌使
用フィルムにすることで、感染対策にも資するものである。

保護フィルム消耗品費 市内小中学校
①-Ⅰ-８．学校の臨時休業等を円滑に進
めるための環境整備

⑨教育 R3.12 R4.3 19,583 

29 単 102
一般管理費（商業高校修学旅行等の行
程変更等に伴う企画料の支援）

修学旅行等について、新型コロナウイルス感染症の拡大
により、日程は変更せずに感染拡大地域などを踏まえ、行
き先を変更して実施するなどととしたため、企画料の支払
いが発生するが、前年度同様に保護者負担とならないよ
う、企画料を支援する。

企画料に対する補償補填 旅行会社
①-Ⅰ-８．学校の臨時休業等を円滑に進
めるための環境整備

㉑いずれも該当しない R3.12 R3.12 1,001 

30 単 1
感染症対策事業（無症状者を対象とし
た市独自PCR検査実施事業）

国による今後の行動制限緩和の取組を進めていく方針の
決定を受け、日常生活や経済社会活動における感染リス
クの引き下げと新たな変異株による感染の再拡大を防止
することを目的とした、無症状の方を対象とした　市独自の
無料PCR検査を実施する。

検査委託料、広告料 検査会社、広告代理店
②-Ⅰ-２．ＰＣＲ検査・抗原検査の体制整
備

㉑いずれも該当しない R3.12 R4.3 95,254 

31 単 1
感染症対策事業（感染拡大に備えた体
制強化）

施設内クラスターの発生等に備え、発生した施設内で準備
が整うまでの間に必要となる物品等を保健所において備
蓄し、一時的に保健所の備蓄物品で対応を図るため感染
予防物品等を購入する。また、今後の感染拡大に備え、感
染症患者等を搬送する車両及び感染症発生時に活用する
備品を購入する。

消耗品費、備品購入費、車両購入費、電話回線増設 自治体実施 ①-Ⅰ-１．マスク・消毒液等の確保 ㉑いずれも該当しない R3.12 R4.3 19,877 

32 単 24
バス利用促進対策事業（市民の日常を
支える移動手段の確保）

長引くコロナ禍に石油高騰を踏まえ、市民の日常生活を支
える移動手段の維持・確保のため、路線バス等の事業継
続のための支援を行う。

補助金 バス、タクシー、運転代行運営会社
①-Ⅱ-３．事業継続に困っている中小・小
規模事業者等への支援

㉑いずれも該当しない R3.12 R4.3 38,800 

33 単 107 こうふ臨時特別給付金給付事業費

国が実施する非課税世帯等に対する臨時特別給付金支
給事業で支援が行き届かない世帯に対して、支援を行うと
いう観点から本市独自の事業として1世帯あたり10万円を
支給する。

補助金 上記条件対象世帯 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援 ㉑いずれも該当しない R4.1 R4.4以降 414,000 
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34 単 107 こうふ臨時特別給付金給付事務費 上記ＮＯ36の市単独での給付事業に係る事務費。 人件費、手数料、広告料、委託料、賃借料、需用費 自治体実施 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援 ㉑いずれも該当しない R4.1 R4.4以降 23,865 

35 単 12 甲府市社会福祉施設等あんしん支援金

新型コロナウイルス感染症の変異株拡大や、原油高騰の
影響による諸物価の上昇など厳しい社会情勢の中、社会
福祉施設等の事業継続を支援することで市民サービスを
維持し、利用者及び事業者の安心した暮らしを守る。

補助金 社会福祉施設等 ③-Ⅰ-４．事業者への支援 ㉑いずれも該当しない R4.1 R4.3 131,624 

36 単 87 甲府市銭湯（一般公衆浴場）応援金

新型コロナウイルス感染症の変異株拡大や、原油高騰の
影響による諸物価の上昇など厳しい社会情勢の中、一般
公衆浴場（いわゆる銭湯）は、市民の日常生活において保
健衛生上必要なものとして利用される施設であり、入浴料
金は物価統制令※により抑制を受けている。そのため、事
業者判断で入浴料金に転嫁するなど収入を増やすことが
制度上困難であることから、運営支援のため助成を行う。

補助金500千円×6施設（加温が必要）＝3,000千円、50千
円×3施設（加温が不要）＝750千円　合計3,750千円

公衆浴場法で定められた一般公衆浴場９施設 ③-Ⅰ-４．事業者への支援 ㉑いずれも該当しない R4.1 R4.3 3,750 

37 単 1
感染症対策事業（高齢者施設などの施
設職員への市独自PCR検査実施事業）

令和4年1月7日付で県より新型コロナウイルス感染拡大防
止への協力要請（施設職員等についてワクチン接種済み
の場合は週1回、未接種の場合は週2回のPCR検査を実施
すること。）が発出されたことを踏まえ、市独自で施設職員
等に対し、PCR検査を実施するとともに、NO31での市単独
事業のPCR検査費用の不足も見込まれることから、追加を
行う。

PCR検査等助成 PCR検査等希望者 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底 ㉑いずれも該当しない R4.1 R4.3 44,813 

38 単 106
教育保育施設等運営給付費（保育所等
における副食費の助成）

保育所等を利用する場合には、利用者負担額のほかに副
食費も徴収されているが、新型コロナウイルス感染症の拡
大により、登園自粛を余儀なく行った場合における副食費
について、市民生活への影響の抑制から副食費分の助成
を行い、生活に支障がでないように世帯を支援する。

副食費を実費徴収する園への負担金補助金 保育園、認定子ども園、未移行幼稚園
①-Ⅱ-４．生活に困っている世帯や個人
への支援

㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 565 

39 単 47
学校給食費（学校給食における食材購
入済経費の補助）

コロナ陽性者の発生に伴う臨時休校及び分散登校によっ
てキャンセルできなかった給食食材費等を補助する。

補助金 学校給食会 ③-Ⅰ-４．事業者への支援 ㉑いずれも該当しない R4.1 R4.3 206 

40 補 12 子ども・子育て支援交付金
まん延防止等重点措置に伴う小学校の分散登校により、
放課後児童クラブを午前中に開所した際の費用について、
支援する。

直営分：報酬　民間：委託料 放課後児童クラブ
①-Ⅰ-８．学校の臨時休業等を円滑に進
めるための環境整備

㉑いずれも該当しない R3.8 R4.3 6,413 

41 補 母子保健衛生費補助金

（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総合
対策事業）
分娩前に不安を抱える妊婦に対して、安心して出産してい
いただくよう、助産師や保健師等が訪問や電話等によるケ
ア支援を行うとともに、PCR等のウイルス検査を受けるた
めの費用を助成する。

医薬材料費、備品購入費、補助金 自治体実施及び妊婦 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底 ㉑いずれも該当しない R4.1 R4.4以降 10,382 

42 補 102 教育支援体制整備事業費補助金
コロナ対策として、学習内容の定着な不十分な児童生徒に
対してきめ細かなフォローをする学習指導員の配置に係る
経費。

指導員報酬等 自治体実施
①-Ⅰ-８．学校の臨時休業等を円滑に進
めるための環境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 63,412 

43 補 102 教育支援体制整備事業費補助金
コロナ対策として、校内の消毒作業など授業以外の部分に
おける教職員の補助業務をするスクールサポートスタッフ
の配置に係る経費。

スクールサポートスタッフ報酬等 自治体実施
①-Ⅰ-８．学校の臨時休業等を円滑に進
めるための環境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 51,321 

44 補 地域女性活躍推進交付金

（地域女性活躍推進交付金（活躍推進型・寄り添い支援
型）
ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現、ま
た子ども子育て支援の推進に向けては、女性活躍が必須
である。また、コロナ禍によりストレスが多い現在、誰もが、
柔軟に対応できるための力を身に付け、家庭でも仕事でも
他者を尊重するとともに、自分らしくあるために円滑なコ
ミュニケーションは不可欠である。加えて一般的に対応力
があると言われる女性のコミュニケーション能力が、ウィズ
コロナの状況下にあっても、より一層発揮できるようセミ
ナーを実施する。

講師謝礼、消耗品費 自治体実施
②-Ⅱ-６．地方への人の流れの促進など
活力ある地方創り

㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 154 

45 補 77 地方創生テレワーク推進交付金

（地方創生テレワーク交付金）
コロナ禍での地方への移住の関心の高まりを踏まえ、本市
への新しいひとの流れを創出し、企業の進出につなげてい
くよう既存のサテライトオフィス等を運営する民間事業者と
連携し、ビジネスマッチングやセミナーを開催するととも
に、東京圏との近接性や暮らしやすさなどの本市の強みを
プロモーションしていく。

委託料 自治体実施
②-Ⅱ-６．地方への人の流れの促進など
活力ある地方創り

⑬リビングシフト R3.4 R4.3 4,000 

46 補 12 子ども・子育て支援交付金

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
新型コロナウイルスの感染拡大防止対策事業として、対象
事業における感染防止用物品等の購入及び事業所等に
おける感染症対策に係る職員のかかり増し経費等に対し
て助成を行う。

感染症対策物品 保育所、放課後児童クラブなどの子ども関連施設 ①-Ⅰ-１．マスク・消毒液等の確保 ㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 39,376 

47 補 1 疾病予防対策事業費等補助金

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高齢
者等への検査助成事業）
重症化しやすい高齢者等への感染拡大を防止するため、
市内の福祉施設等に新たに入所する65歳以上の高齢者
で、新型コロナウイルスの感染症状がなくPCR検査等の費
用を助成する。

ＰＣＲ検査等の費用を助成 ＰＣＲ検査等を希望する高齢者
①-Ⅰ-２．検査体制の強化と感染の早期
発見

㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 7,140 
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48 補 12 文化芸術振興費補助金

（文化施設の感染拡大予防・活動支援環境整備事業）
地域の文化力の維持に向け、安心して利用できるよう、信
玄ミュージアムにおいて使用する感染防止対策用の物品
を購入する。

消毒液等の感染対策物品 自治体実施 ①-Ⅰ-１．マスク・消毒液等の確保 ㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 427 

49 補 12 保育対策総合支援事業費補助金

（保育環境改善等事業）
新型コロナウイルスの感染拡大防止対策事業として、対象
事業における感染防止用物品等の購入及び事業所等に
おける感染症対策に係る職員のかかり増し経費等に対し
て助成を行う。

感染症対策物品 公立・私立保育所、児童施設等 ①-Ⅰ-１．マスク・消毒液等の確保 ㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 29,544 

50 単 1
各種予防費（ワクチン接種会場駐車場
利用料支援）

64歳以下の世代のワクチン接種の促進に向け、事業所が
集まる市内中心部に接種会場を拡充した。その際、市内
中心部から無料駐車場がなく、かつ車社会であることを踏
まえ、国庫補助金外である被接種者への駐車の支援を行
う。

駐車場賃借料 ワクチン接種会場近くの駐車場会社
②-Ⅰ-３．ワクチン接種体制の整備、治療
薬の開発等

㉑いずれも該当しない R3.9 R4.3 1,187 

51 単 24
介護保険対策事業費（介護タクシーの
事業継続支援）

長引くコロナ禍に石油高騰を踏まえ、市民の日常生活を支
える移動手段の維持・確保のため、介護タクシーの事業継
続のための支援を行う。

補助金 介護タクシー運営事業者
①-Ⅱ-３．事業継続に困っている中小・小
規模事業者等への支援

㉑いずれも該当しない R3.12 R4.3 860 

52 補 99 地方消費者行政強化交付金
新型コロナウイルス感染症に便乗した悪質な商法などの
消費生活問題の被害を防ぐため、相談体制の充実強化を
図るための経費。

旅費、負担金 自治体実施
①-Ⅱ-４．生活に困っている世帯や個人
への支援

㉑いずれも該当しない R3.4 R4.3 51 

53 事業削除

54 単 1
感染症対策事業（高齢者施設などの施
設職員への市独自PCR検査実施事業）

令和4年1月7日付で県より新型コロナウイルス感染拡大防
止への協力要請（施設職員等についてワクチン接種済み
の場合は週1回、未接種の場合は週2回のPCR検査を実施
すること。）が発出されたことを踏まえ、市独自で施設職員
等に対し、PCR検査を実施するとともに、NO31での市単独
事業のPCR検査費用の不足も見込まれることから、追加を
行う。

PCR検査等助成 PCR検査等希望者 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底 ㉑いずれも該当しない R4.1 R4.3 114,882 

55 単
商工業推進事業費（がんばろう甲府！
事業応援金プラス）

令和4年1月からのオミクロン株による急激な感染拡大の
影響によって、売上が減少した市内事業者の事業の継続・
回復を応援するため、国の事業復活支援金を受けた方に
対して、国の支援金と連動し、申請手続きを簡素化し、速
やかに、個人5万円、法人10万円の応援金を支給する。

補助金 国の事業復活支援金を受給する市内個人・法人事業者 ③-Ⅰ-４．事業者への支援 ㉑いずれも該当しない R4.2 R4.4以降 199,830 


